
「下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の 

一部を改正する法律」の成立について 

 

令和７年５月１６日 

公 正 取 引 委 員 会 

中 小 企 業 庁 

 

発注者・受注者の対等な関係に基づき、事業者間における価格転嫁及び取引の

適正化を図るため、本年３月１１日に国会に提出した「下請代金支払遅延等防止

法及び下請中小企業振興法の一部を改正する法律案」は、本日の参議院本会議に

おいて可決、成立した。 

 

１ 国会の審議状況 

第２１７回国会 

  令和７年４月１１日 衆議院   本会議   趣旨説明・質疑 

      ４月１１日 衆議院 経済産業委員会 趣旨説明 

      ４月１６日 衆議院 経済産業委員会 質疑 

      ４月１８日 衆議院 経済産業委員会 質疑・採決 

      ４月２４日 衆議院   本会議   採決 

 

      ５月 ９日 参議院   本会議   趣旨説明・質疑 

      ５月１３日 参議院 経済産業委員会 趣旨説明・質疑 

      ５月１５日 参議院 経済産業委員会 質疑・採決 

      ５月１６日 参議院   本会議   採決 

 

２ 法律の概要（別紙１及び別紙２参照） 

＜規制の見直し（下請代金支払遅延等防止法関係）＞ 

（１） 協議を適切に行わない代金額の決定の禁止（価格据え置き取引への対応） 

対象取引において、代金に関する協議に応じないことや、協議において必

要な説明又は情報の提供をしないことによる、一方的な代金の額の決定を禁

止する。 

 

問い合わせ先  

（下請代金支払遅延等防止法関係） 

       公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課 

       電話 ０３－３５８１－３３７３（直通） 

（下請中小企業振興法関係） 

       中小企業庁事業環境部取引課 

       電話 ０３－３５０１－１６６９（直通） 

ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 

       https://www.chusho.meti.go.jp/ 



（２） 手形払等の禁止 

対象取引において、手形払を禁止する。また、その他の支払手段（電子記

録債権やファクタリング等）についても、支払期日までに代金相当額を得る

ことが困難なものは禁止する。 

（３） 運送委託の対象取引への追加（物流問題への対応） 

対象取引に、製造、販売等の目的物の引渡しに必要な運送の委託を追加す

る。 

（４） 従業員基準の追加（適用基準の追加） 

従業員数３００人（役務提供委託等は１００人）の区分を新設し、規制及

び保護の対象を拡充する。 

（５） 面的執行の強化 

関係行政機関による指導及び助言に係る規定、相互情報提供に係る規定等

を新設する。 

（６） その他所要の改正を行う。 

 

＜振興の充実（下請中小企業振興法関係）＞ 

（１） 多段階の事業者が連携した取組への支援 

多段階の取引からなるサプライチェーンにおいて、二以上の取引段階にあ

る事業者が作成する振興事業計画に対し、承認・支援できる旨を追加する。 

（２） 適用対象の追加 

製造、販売等の目的物の引渡しに必要な運送の委託を対象取引に追加する。

また、法人同士においても従業員数の大小関係がある場合を対象に追加する。 

（３） 地方公共団体との連携強化 

国及び地方公共団体が連携し、全国各地の事業者の振興に向けた取組を講

じる旨の責務と、関係者が情報交換など密接な連携に努める旨を規定する。 

（４） 主務大臣による執行強化 

主務大臣による指導・助言をしたものの状況が改善されない事業者に対し

て、より具体的措置を示して改善を促すことができる旨を追加する。 

 

＜「下請」等の用語の見直し（下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興

法等関係）＞ 

用語について、「下請事業者」を「中小受託事業者」、「親事業者」を「委託事

業者」等に改める。また、題名について、「下請代金支払遅延等防止法」を「製

造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する

法律」に、「下請中小企業振興法」を「受託中小企業振興法」に改める。 

 

３ 施行期日 

令和８年１月１日（ただし、一部の規定は本法律の公布の日から施行。）。 


